
１　公告日

２　競争入札に付する事項

　（１）　調達をする物品等の種類

災害対策用備蓄食料ほか

　（２）　納入期限

　（３）　納入場所

大分県知事が指定する場所

　（４）　仕様書

別添のとおり

３　契約に関する事務を担当する部局の名称

　大分県会計管理局用度管財課物品調達班

４　契約条項を示す場所及び日時

　に

５　電子入札システムの利用

６　入札参加条件

　資格を取得している者であること。

　ア　大分県内に本店を有する者

　であること。

まで入札説明書を掲載することにより契約条項を示す。

097-506-2964

入札説明書

　災害対策用備蓄食料ほかに係る一般競争入札については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書に
よるものとする。

令 和 6 年 10 月 15 日 (火)

令 和 7 年 2 月 28 日 (金)

〒870-8501 大分市大手町３丁目１番１号 電話

大分県ホームページ及び大分県共同利用型電子入札システム（以下、「電子入札システム」という。）上に

令和6年10月29日 (火)

（５） この調達に係る仕様書に基づき、事前に入札参加申請を行い、入札参加の承認を受けた者

　であること。

　（３）　次のいずれかに該当する者であること。

本案件は、 電子入札シ ス テ ム で行う 。 また、 入札に 係る 事項は、 この 公告に 定め る も の の ほか

　大分県電子入札運用基準（物品・役務）による。

なお、紙による入札参加を希望する者は、別添１を確認のうえ入札書を下記８及び９に掲げる方法により

　提出すること。

イ この公告の日前に、上記⑵に掲げる資格の審査申請又は登録事項の変更届の手続を

経て、入札の参加及び見積り、契約の締結及び物品の納入、代金の請求及び受領並び

にこれに附帯する一切の事項の権限を大分県内の支店又は営業所等に委任している者

この調達については、次に掲げる全ての要件を満たしている者に限り入札参加を認める。

　（１）　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

（２） 大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る競争入札に参加する者に必要な

（ ６ ） こ の 公 告 の 日 か ら 下 記 １ ０ に 掲 げ る 開 札 ま で の 間 に 、 大 分 県 が 発 注す る 物 品等 の 調 達、

売 払 い 及 び 役 務 の 提 供 に 係 る 競 争 入 札 に 参 加 す る 者 に 対 す る 指 名 停 止 の 措 置 を 受 け て

（４） この調達に係る営業に 関し、許可、 認可等を 必要とする場合に おいて、 これ を得ている者

　いない者であること。



なお、資格要件確認のため、大分県警察本部に照会する場合がある。

　条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

　イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

　ウ　暴力団員が役員となっている事業者

　エ　暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者

締結している者

　カ　暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者

る関係を有している者

　ク　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

７　電子入札システム、入札書及び契約の手続において使用する言語及び通貨

　（１）　使用言語　日本語

　（２）　通　　　貨　日本国通貨

８　入札参加申請の申請期限及び方法

(火) 00 分

（２）　方法 電子入札システムによる。なお、紙による入札参加を希望する者は、紙入札参加届出

書２部を大分県会計管理局用度管財課物品調達班へ提出すること。

９　入札書の提出期限及び方法

(火) 00 分

（２）　方法 電子入札システムによる。なお、紙による入札参加を希望する者は、封書にし、紙入札

参加届出書に記載の日時及び場所へ提出すること。

10　開札の予定日時及び方法

(火) 30 分

（２）　開札方法 電子入札システムによる。

11　再入札

12　大分県契約事務規則の適用

13　入札保証金に関する事項

　る。

14　入札参加時の注意点

　ことを原則とする。

（２） 紙入札で参加する場合は、別添の入札書（本人入札用）を使用すること。代理人が入札に

参 加 す る 場 合 は 、 別 添 の 様 式 に よ る 委 任 状 を 提 出 す る と と も に 、 入 札 書 は 別 添 の 入 札

開札した場合に おいて、 落札者が いな いときは、地方自治法施行令（ 昭和22年政令第16 号）

第167 条の ８第４項の 規定に より 再入札を 行う 。 この 場合に おいて 、 再入札に ついては、入札金

　額入力期限、開札日時及び最低入札価格を別途通知するものとする。

入札、契約及び契約の 履行等の 本調達に 係る 事項について は、 大分県契約事務規則（ 昭和

　39年大分県規則第22号）の規定を適用するので、この点を了承のうえ入札に参加すること。

見 積 金 額 の 100 分 の ５ 以 上 の 入 札 保 証 金 を 納 付 す る こ と 。 た だ し 、 落 札 者 が 契 約 を 締 結 し な

い こ と と な る お そ れ が な い と認 めら れ る とき は、 入札 保証 金の 全部 又は 一部 の 納 付が 免除 され

（ １ ） 入 札 に は 、 上 記 ６ の (2) に 掲 げ る 資 格 の 審 査 申 請 又 は 登 録 事 項 の 変 更 届 の 手 続 を 経

て、入札の参加、契約の締結及び物品の納入、代金の請求及び受領等並びにこれらに附帯

（１）　提出期限　　 令 和 6 年 10 月 29 日 午 前 10 時

（１）　予定日時　　

（ ７ ） 自 己 又 は 自 己 の 役 員 等 が 、 次 の い ず れ に も 該 当 し な い 者 で あ る こ と 及 び 次 に 掲 げ る 者

する 一切の 事項の 権限 を 有 する 者と して 登録 を 受 けた 者（ 以下 「 本 人」 とい う 。 ） が 参加 する

（３） 落札決定に当たっ ては、入札金額に 当該金額の100 分の 10に 相当する 額を 加算した金額

をもって落札価格とし、消費税及び地方消費税に 係る 課税事業者である か免税事業者であ

　 るかを問わず、見積もった金額の110分の100に相当する金額を入力すること。

　 書（代理人入札用）を使用すること。

　が、その経営に実質的に関与していない者であること。

ア 暴力団（ 暴力団 員に よる 不当 な 行 為の 防止 等に 関す る 法 律（ 平成 ３年 法律 第77 号） 第２

オ 暴力団員である ことを 知り な が ら 、 そ の 者 と下 請契 約又 は資 材、 原材 料の 購入 契約 等を

（１）　申請期限　　

令 和 6 年 10 月 29 日 午 前 10 時

令 和 6 年 10 月 22 日 午 前 10 時

キ 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 と 社 会 通 念 上 ふ さ わ し く な い 交 際 を 有 す る な ど 社 会 的 に 非 難 さ れ



　（１）　金額の記載がないもの

　（２）　入札に関する条件に違反したもの

　（３）　入札書が所定の場所及び日時に到着しないとき

　（４）　入札書に入札者又はその代理人の記名がなく、入札者が判明できないとき

16　落札者の決定の方法

　 る。

17　契約保証金に関する事項

　（１）　保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。

18　契約書の作成

わらず、 入札金額に 、 当該金額の 100 分の 10 に 相当する額を加算した金額を 契約金額とする。

 　事項を証明する書類を添えて提出すること。

落札者決定通知の 日から７日以内に 、県が作成する様式に よる 物品購入契約書に 必要事項

を記載し、記名押印のうえ上記17に掲げる契約保証金若しくは上記17の（１）又は（２）に掲げる

 　電子くじによる落札者決定を行う。

（ ３） 再入札は２回までとし、 再入札の 結果落札者が決定しない場合は、 手続を改める こととす

契約金額の 100 分の 10 以上の 契約保証金を 納付する こと。 ただ し、 次の 場合は、 契約保証金

 　の全部又は一部の納付が免除される。

なお、落札者が消費税及び地方消費税に係る 課税事業者である か免税事業者であるかに関

がないと認められるとき。

(２) 過去２年間に国（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立

行政法人及び国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学

法人を含む。）又は地方公共団体（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一

項に規定する地方独立行政法人を含む。）と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上に

わたって締結するとともに、これらを全て誠実に履行し、かつ、将来契約を履行しないこととなるおそれ

（ １） 有効な 入札で、 大 分県 契約 事務 規則 第23 条の 規定 に よ り 作 成さ れ た 予定 価格 の 範 囲内

（ ２ ） 落 札 と な る べ き 同 価 の 入 札 を し た 者 が ２ 人 以 上 あ る と き は 、 電 子 入 札 シ ス テ ム に お い て

　 の価格で、最低の価格をもって入札を行った者を落札者とする。

大 分 県 契 約 事 務 規 則 （ 昭 和 39 年 大 分 県 規 則 第 22 号 ） 第 27 条 に 規 定 す る 事 項 の ほ か 、 次 に

15　入札の無効

　掲げる事項のいずれかに該当する入札は無効とする。

なお、無効入札をした者は、再入札に参加することができない場合がある。


